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 上記の先行研究が扱っていない 2000 年代の状況はどうであろうか。2004 年から 2009 年までの
日本の対内直接投資のフローと対内直接投資フロー／名目 GPD の値を中国、韓国、シンガポー
ルとの比較で分析してみる（表 2-1、表 2-2）。7） 
 2007 年と 2008 年に日本で大型の M&A 案件が相次ぎ、日本の対内直接投資の受け入れ額は多
くなったが、2009 年には金融危機の影響により低下した。8） 受入れ額でみた日本の対内投資は、
2007 年以降に韓国より大きく、シンガポールと同水準になるが、2004 年から 2009 年までのすべ
ての期間において、中国を大幅に下回る。さらに、経済規模に対する受入れの程度を示す対内直





国 2004 2005 2006 2007 2008 2009
日本 7809 3223 -6789 22181 24550 11839
中国 54936 79127 78095 138413 147791 78200
韓国 9246 6309 3586 1579 3311 1506
シンガポール 14820 15004 24742 31550 10912 16809
注）ジェトロ『ジェトロ貿易投資白書』2006年版～2009年版、ジェトロ『ジェトロ世界貿易投資報告』2010年版より筆者作成
国 2004 2005 2006 2007 2008 2009
日本 0.17 0.07 -0.16 0.51 0.50 0.23
中国 2.84 3.44 2.81 4.00 3.35 1.57
韓国 1.28 0.75 0.38 0.15 0.36 0.18
シンガポール 13.52 12.37 17.60 18.39 5.80 9.49
注）筆者作成
　　対内直接投資フローは、ジェトロ『ジェトロ貿易投資白書』2006年版～2009年版、ジェトロ『ジェトロ世界貿易投資報告』2010年版、
　　名目GDPは、UN(United Nations: 国際連合)のNational Accounts Main Aggregate Databaseより
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要性を十分に活用していたと考えられる。それでは、こうした多国籍企業にとって、日本の戦略
的重要性は、今日も依然として高いままなのだろうか。アジア地域において日本より他国に力点
を置く BASF と P&G さらに、日本での生産にこだわるヒューレット・パッカード（HP）の事例
を検討する。 
 BASF と P&G は、1990 年代始めからアジア地域の中で中国に注目していた企業である。9）BASF
は、1994 年に南京に合弁会社を設立してから今日まで BASF の世界戦略にとって重要な子会社を
中国につくってきた。南京の合弁会社は、2000 年に BASF 史上最大の 29 億ドルの投資によって
完全子会社になった。さらに 2003 年、上海にアイソシネアートを生産する子会社を設立した。こ
の子会社は、アジア市場への供給拠点の役割を担っている。 













































 さらに、ダニングが Hymer（1960）の優位性の命題や Buckley and Casson（1976）、Rugman（1981）
などの内部化理論を自身のフレームワークに組み込んで折衷理論を展開した。15）折衷理論は、OLI
パラダイムとも呼ばれ、企業特殊的優位（Ownership-specific Advantage）、立地特殊的優位



















実践女子大学人間社会学部紀要 第７集 2011 
 






























































































































出所： Bartlett, C. A. and S. Ghoshal (1989) (吉原監訳, 1990年, 142ページ)より
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か。International Studies of Management & Organization 誌の 2000 年夏号 (Vol.30 No.2) の特集「最
先端の多国籍企業と最先端のクラスター（Leading-Edge Multinationals and Leading-Edge Clusters）」
では、５本の興味深い論文が掲載された。本節ではそのうち実証研究の４本について取り上げる。25） 
 Frost and Zhou（2000）は、米国の特許データを分析して多国籍企業が海外直接投資をして R&D
機能を現地国に立地する要因について分析した。Frost and Zhou（2000）は、従来において立地要
因と考えられた労働コストや市場の近接性よりも現地企業や現地の大学が実施する技術的活動の
規模が重視されることを示した。さらに Frost and Zhou（2000）は、スター研究者や高い研究水準
を誇る大学という技術資源にも注目し、技術活動の規模だけでなく技術資源の質も多国籍企業の
R&D 機能の立地に影響を及ぼすことを示した。 
 Frost and Zhou（2000）が多国籍企業側の視点に立った論文であるのに対して、政策立案者の視
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585 13 35 383 85 101 31 11 34 1
418 7 27 251 66 78 28 8 24 -
食料品 12 1 1 8 1 - 2 - 1 -
繊維 5 - 1 - 1 2 1 1 1 -
木材紙パ 3 - - 1 - 1 1 - - -
化学 68 1 1 35 20 10 8 4 4 -
医薬品 27 1 2 20 3 7 1 - 2 -
石油 3 - - 3 1 1 - - - -
窯業・土石 16 1 3 4 5 5 1 1 3 -
鉄鋼 3 - - 1 1 1 - - - -
非鉄金属 13 - - 10 1 1 - - 1 -
金属製品 19 1 1 11 3 3 - 1 1 -
はん用機械 26 - - 16 2 10 1 - 1 -
生産用機械 26 - 1 21 1 2 1 1 2 -
業務用機械 22 - 1 14 1 3 - - 3 -
電気機械 34 - 2 17 7 9 2 - 1 -
情報通信機械 56 1 11 34 6 8 1 - 2 -
輸送機械 41 - 2 28 8 4 8 - 2 -
その他の製造業 44 1 1 28 5 11 1 - - -
167 6 8 132 19 23 3 3 10 1
情報通信業 20 - - 19 - 1 - - - -
運輸業 - - - - - - - - - -
卸売業 109 3 5 82 12 12 2 2 6 1
小売業 5 1 - 3 2 - - - 1 -
サービス業 19 - - 17 1 5 - - 2 -
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2259 202 227 1853 482 884 228 98 360 1
524 54 70 447 135 222 78 33 103 -
食料品 12 5 4 10 5 9 4 3 6 -
繊維 14 2 1 8 4 9 - 1 2 -
木材紙パ 6 - - 5 - 2 - - 1 -
化学 73 6 5 65 15 32 9 1 7 -
医薬品 29 16 17 27 17 21 17 14 19 -
石油 7 1 1 6 1 2 1 1 1 -
窯業・土石 14 1 3 10 3 9 2 1 4 -
鉄鋼 3 - - 2 1 2 - - - -
非鉄金属 17 - 1 16 1 2 - - 2 -
金属製品 22 - - 21 5 8 2 - - -
はん用機械 28 3 5 26 8 18 7 2 12 -
生産用機械 37 2 4 31 11 16 5 3 7 -
業務用機械 30 5 5 25 8 15 6 2 8 -
電気機械 40 3 7 33 16 22 6 3 13 -
情報通信機械 85 3 7 77 14 22 4 - 8 -
輸送機械 58 4 4 48 12 14 9 1 4 -
その他の製造業 49 3 6 37 14 19 6 1 9 -
1735 148 157 1406 347 662 150 65 257 1
情報通信業 229 8 5 196 27 54 7 2 18 -
運輸業 61 3 4 43 22 45 4 3 11 -
卸売業 1120 91 97 901 220 445 92 35 159 -
小売業 98 24 24 81 31 46 23 13 28 1
サービス業 164 12 14 132 31 53 14 4 26 -




























473 4 14 325 56 78 15 2 13 -
300 2 13 195 43 54 8 2 4 -
食料品 8 - 1 5 1 - - - 1 -
繊維 4 - - 2 1 1 - - - -
木材紙パ 1 - - 1 - - - - - -
化学 58 - 1 38 11 10 3 1 - -
医薬品 24 - - 20 - 5 - - 1 -
石油 4 - - 4 - - - - - -
窯業・土石 6 - 2 2 2 1 - - - -
鉄鋼 2 - - 1 1 - - - - -
非鉄金属 6 - - 4 1 1 - - - -
金属製品 11 - 1 4 3 3 - - - -
はん用機械 11 - - 5 - 6 - - - -
生産用機械 16 - 1 9 2 4 - 1 1 -
業務用機械 14 - 1 11 - 2 - - - -
電気機械 32 - - 15 9 9 - - - -
情報通信機械 45 1 6 30 5 5 1 - 1 -
輸送機械 35 1 - 29 4 2 4 - - -
その他の製造業 23 - - 15 3 5 - - - -
173 2 1 130 13 24 7 - 9 -
情報通信業 41 - - 36 1 5 - - - -
運輸業 - - - - - - - - - -
卸売業 85 - 1 57 11 12 4 - 5 -
小売業 5 1 - 3 - - 1 - - -
サービス業 34 1 - 26 - 7 2 - 4 -



































































2840 6 14 2402 88 301 15 - 29 3
630 - 9 491 36 82 7 - 9 -
食料品 19 - - 14 1 1 1 - 2 -
繊維 16 - - 6 3 7 - - - -
木材紙パ 5 - - 4 - 1 - - - -
化学 91 - - 79 3 7 1 - 1 -
医薬品 40 - - 34 - 9 - - - -
石油 7 - - 7 - - - - - -
窯業・土石 16 - - 11 1 2 1 - 1 -
鉄鋼 3 - - 1 1 1 - - - -
非鉄金属 18 - - 16 - 1 - - 1 -
金属製品 23 - - 20 1 2 - - - -
はん用機械 33 - - 23 1 9 - - - -
生産用機械 42 - - 30 5 5 - - 2 -
業務用機械 33 - 1 27 1 2 - - 2 -
電気機械 46 - 1 31 5 9 - - - -
情報通信機械 105 - 6 88 5 6 1 - - -
輸送機械 70 - - 57 5 5 3 - - -
その他の製造業 63 - 1 43 4 15 - - - -
2210 6 5 1911 52 219 8 - 20 3
情報通信業 363 - 1 344 5 10 2 - - 1
運輸業 89 - - 80 1 6 1 - 1 -
卸売業 1229 2 2 1026 29 162 2 - 9 1
小売業 103 1 1 88 4 9 1 - - 1
サービス業 337 1 - 300 7 25 1 - 6 -
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地域ブロック 2007年 ％ 2008年 ％ 2009年 ％
北海道ブロック 975 0.3 901 0.3 838 0.3
東北ブロック 2,266 0.7 2,175 0.7 2,011 0.7
関東ブロック 209,485 62.8 209,535 63.5 187,466 63.5
中部ブロック 33,813 10.1 34,190 10.4 29,232 9.9
近畿ブロック 73,023 21.9 70,011 21.2 63,147 21.4
中国ブロック 6,688 2.0 6,576 2.0 6,036 2.0
四国ブロック 2,865 0.9 2,537 0.8 2,679 0.9
九州ブロック 4,235 1.3 4,101 1.2 3,855 1.3
合計 333,350 100.0 330,026 100.0 295,264 100.0
注）特許庁『特許行政年次報告書』2010年版＜統計・資料編＞p.64より著者作成
　　　1：　各地域ブロックを構成する県については、表5‐1と同じ。
外資系企業 企業数 日本企業 企業数
4.3 408 3.0 10440
4.7 264 3.7 5923
食料品 0.2 8 1.2 393
繊維 x 6 2.1 116
木材紙パ x 1 1.2 100
化学 2.7 54 3.1 699
医薬品 6.7 29 11.0 511
石油 0.1 5 0.3 78
窯業・土石 2.3 7 2.0 176
鉄鋼 x 1 1.0 128
非鉄金属 0.4 4 1.6 148
金属製品 1.7 8 1.2 198
一般機械 1.7 25 3.7 682
電気機械 6.2 20 5.0 474
情報通信機械 2.7 23 6.3 362
輸送機械 7.0 31 4.3 349
精密機械 1.6 18 7.5 422
その他の製造業 - - - -
1.2 144 - -
情報通信業 1.1 14 1.9 1308
輸送業 - - 0.2 293
卸売業 1.0 94 0.1 562
小売業 1.0 4 - -
サービス業 3.2 28 26.4 1311

















－ 45 － 
 さらに、表 5-7、表 5-8、表 5-9 は、外資系企業と日本企業の売上高に対する研究開発費比率を
示している。全産業と製造業では、2006 年、2007 年、2008 年において、日本企業よりも外資系
企業の売上高に対する研究開発費比率が高かった。次に、産業別の比較を試みる。2006 年、2007
年、2008 年において比較可能な産業を対象にして分析すると、外資系企業よりも日本企業の方が
売上高に対する研究開発費比率が高かった（2006 年：日本企業の値が高いのは 14 産業中９産業
（64％）、2007 年：日本企業の値が高いのは 13 産業中９産業（69％）、2008 年：日本企業の値が
高いのは 17 産業中 14 産業（82％）。28）特に医薬品産業、情報通信機械、精密機械（2006 年のみ
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外資系企業 企業数 日本企業 企業数
4.1 433 2.9 10233
4.5 259 3.6 5742
食料品 0.3 9 1.0 384
繊維 0.9 4 2.8 132
木材紙パ x 2 1.0 102
化学 2.8 50 3.1 661
医薬品 6.3 25 12.1 482
石油 x 2 0.2 78
窯業・土石 2.4 4 2.4 174
鉄鋼 x 2 1.0 124
非鉄金属 x 3 1.3 140
金属製品 1.8 13 1.6 196
はん用機械 0.5 7 2.9 211
生産用機械 1.9 19 3.2 431
業務用機械 3.6 12 7.0 443
電気機械 5.6 25 4.9 484
情報通信機械 2.5 35 6.1 313
輸送機械 6.8 29 4.4 331
その他の製造業 - - - -
1.4 174 - -
情報通信業 1.2 30 1.7 1259
輸送業 x 1 0.3 315
卸売業 1.1 107 0.1 1067
小売業 0.6 7 - -
サービス業 3.9 21 30.8 706















外資系企業 企業数 日本企業 企業数
3.7 392 3.1 10691
4.0 233 3.9 6164
食料品 0.5 7 1.0 395
繊維 0.2 4 3.6 128
木材紙パ x 2 0.9 106
化学 2.3 49 3.7 702
医薬品 6.3 19 11.7 484
石油 0.1 3 0.2 73
窯業・土石 3.8 4 2.8 192
鉄鋼 0.7 3 1.0 141
非鉄金属 1.7 6 2.0 154
金属製品 1.0 10 1.1 205
はん用機械 0.5 10 2.8 186
生産用機械 3.4 14 3.7 587
業務用機械 3.1 13 8.3 495
電気機械 5.5 25 5.7 524
情報通信機械 2.2 26 6.6 350
輸送機械 9.9 25 5.0 338
その他の製造業 - - - -
1.6 159 - -
情報通信業 1.6 17 2.2 1123
輸送業 x 1 0.3 286
卸売業 1.1 108 0.1 1241
小売業 0.8 3 - -
サービス業 5.0 23 24.5 657



















































日本  現場の統合力が偏在  オペレーション重視の 擦り合わせ型製品
欧州  対顧客の表現力が偏在  デザイン・ブランド重視の 擦り合わせ型製品
米国  システムの構想力が偏在  知識集約的な オープン・モジュラー製品
韓国  資金と意思決定の集中力が偏在  資本集約的な オープン・モジュラー製品
中国  出稼ぎ労働者の動員力が偏在  労働集約的な オープン・モジュラー製品
ASEAN  ？（安価な多能工？）  労働集約的な 擦り合わせ型製品？
注）藤本（2004）p.183より
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－ 49 － 
注 
                                        




資料「日本のアジア拠点化について～「企業が国を選ぶ時代」の立地競争力強化～」（平成 22 年 9 月 12
日）、日本経済新聞 2010 年 9 月 10 日「シンガポールに研究・開発拠点 政府、誘致へ減税拡充」を参照。 
 3）日本の外資誘致政策については、例えば、経済産業省貿易経済協力局貿易振興課作成の資料「日本のア
ジア拠点化について～「企業が国を選ぶ時代」の立地競争力強化～」（平成 22 年 9 月 12 日）、日本経済
新聞 2010 年 4 月 22 日「対日投資促進へ外資優遇 研究部門に照準」、日本経済新聞 2011 年 1 月 6 日「進
出外資税率 28.5％ 誘致へ法人課税 5 年間下げ」を参照。 






 7）表 2-1 と表 2-2 において、4 カ国の対内投資フローの値がジェトロ貿易投資白書 2006 年～2009 年版、ジェ
トロ世界貿易投資報告 2010 年版で異なる場合は、刊行年が新しい資料の値を使用した。 
 8）この時期の対日直接投資の動向については、ジェトロ（2008）P.30～32、ジェトロ（2009）P.35～37 を 
   参照。 
 9）BASF の事例については、高橋意智郎・竹之内秀行（2007）「多国籍企業の海外子会社の役割」日本貿易
学会第 47 回全国大会報告資料、日本貿易振興機構（ジェトロ）海外調査部（2006）、日本経済新聞 2005
年 10 月 20 日「中国市場争奪激突前夜：米ダウ・独 BASF」を参照。 
10）P&G の事列については、日本経済新聞 2009 年 9 月 11 日「P&G、アジアの機能集約」を参照。P&G の日
本子会社と親会社との関係については、長谷川礼（2009）を参照。 
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25）著者が International Studies of Management & Organization 誌の論文を発見できたのは、松原（2009）に負っ
ている。松原（2009）にもこれらの論文のレビューがある。本稿の 4 本の論文のレビューについては、



















2010 年 4 月 22 日「対日投資促進へ外資優遇 研究部門に照準」、日本経済新聞 2011 年 1 月 6 日「進出外






33）経済連携に関するシンガポールと韓国の最近の事例としては、例えば、日本経済新聞 2010 年 12 月 16 日
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